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図表4：時価総額(浮動株ベース）の推移

アジアリート市場（シンガポール・香港・マレーシア）の動向
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図表3：シンガポールリートのセクター別推移

出所）図表1～4はＳ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

図表1：アジアリート市場の推移（現地通貨ベース）

※各国リートはＳ＆Ｐ各国リート指数を使用（いずれも配当込み）

 2月のアジアリート市場(現地通貨ベース、配当込み)（前月末比）は、高安まちまちとなりました。シンガ
ポールは、1月の消費者物価（前年同月比）が2021年12月と同水準にとどまり、長期金利が中旬以降低下
傾向となったことや、同国政府が低所得者層の給与を段階的に引き上げる「賃金改善モデル（PWM）」を
導入した企業に助成金を支給する政策を発表したこと等を材料に上昇しました。香港は、新型コロナウイ
ルスの感染急拡大に伴って移動制限が強化されたことが嫌気され、下落しました。マレーシアは、同国政
府が、新規感染者数が急増した場合でも厳しい規制は行わない方針を示したことが好感され上昇しました。
但し、地政学リスクの高まり等が重荷となり、上げ幅は限られました【図表1、2、8】。

 2月のシンガポールリートの主要4セクター(現地通貨ベース、配当込み)（前月末比）は、ヘルスケアセク
ターのみ下落しました。上昇率トップは商業施設セクターで、同国政府が発表した経済対策等が好感され
ました【図表3】。

 アジアリート市場の2月末の時価総額は前月末比0.6％減少しました【図表4】。

図表2：アジアリート市場のパフォーマンス
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今後の見通しについて

図表5：主要国リートのイールドスプレッド

図表8：新型コロナウイルス1日当り新規感染者数

図表6：アジアリートのＰＢＲ（※）推移
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出所）図表5、7、8はブルームバーグ、図表6はＳ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

 3月のアジアリートは、ウクライナ情勢を巡る警戒感から、3市場とも軟調な展開になるものと思わ
れます。ウクライナ情勢の緊迫度が増す場合には下値を探る展開になることも考えられます。一方、
停戦合意の可能性が強まる等、緊張緩和の兆しが出始める場合には、資源価格の下落によるインフレ
懸念の後退や以下を支援材料に、急反発するものと見ています。

(シンガポール)
• 同国政府が、過去最大規模となる約1,024億シンガポールドル（約9兆円）の歳出額を計上した2022
年度（22年4月～23年3月）予算案を発表したこと

• オミクロン株の重症化率がデルタ株に比べて低いこと等から、行動制限の緩和が進められていること
(香港)
• 香港政府が、18歳以上を対象に昨年度の倍となる1万香港ドル（約15万円）の電子マネーの給付を
盛り込んだ2022年度（22年４月～23年３月）予算案を発表したこと

(マレーシア)
• 同国政府が、首都クアラルンプールの周縁部を環状に結ぶ都市高速鉄道（MRT）3号線の建設推進等、
インフラ投資加速のための予算拡大を閣議決定したと発表したこと

• 同国中央銀行が3月３日の金融政策会合で、政策金利を10会合連続で過去最低の1.75％に据え置いた
こと

（※）株価純資産倍率（株価/純資産）：一般的に、1倍割れは株価
が割安な水準にあるとされる

図表7： 香港の小売り売上高と外国人観光客数
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